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2012年度事業報告書 

 

１．全体の報告（評価） 

【成果】 

①会員の会としての再出発。事業・組織の変更に着手した（中長期計画の策定）。 

 長年の懸案であった中長期計画を策定した。10年後の社会は全世代で「おひとりさま社会」になる。地縁・

血縁がなくなる無縁社会であり、その中でひとりで生きていても孤立せずつながりを再構築できる所として、

総合性のあるＮＰＯが必要になる。本会はそうした存在を目指すべき、と結論をだした。 

 そのために中期的には「会員のたすけあいの会」を形作ること、具体的には徐々に高齢化・おひとりさま化

していく現会員のための互助（支部活動：身近なところでの顔見知り作り、コーディネート付きボランティア

活動の推進、会員互助の成年後見構想、看取りの社会化等）とともに、社会全体に希望を作ること（フードバ

ンク活動でのセーフティネット作り、総合相談支援センターでの個別のＳＯＳの伴走型の対応)を目標とした。 

 年度途中から組織改革に着手し、会報の見直し、会員の集いの開催、寄付の機会の提供、会員限定ボランテ

ィアの企画、支部づくりのための環境整備など組織・事業の変更に取り組んだ。「事務局（宇都宮）主導から

会員中心へ」と考えを大きく方向転換した年となった。 

 

②「個別ＳＯＳの解決」をはかる事業を統合し総合相談支援センターを開始した。 

 フードバンク宇都宮をはじめてから、続々と生活困窮者が訪れ、また寄り添いホットラインからのＳＯＳが

続発してやってくるようになった。若者サポステからも生活困窮のため一緒に支援してほしい、との依頼も多

くなった。こうした個別ＳＯＳの増加に対応するために総合相談支援センターを開設し、「ＳＯＳはなんでも

相談してください」と、相談支援していることを公表することにした。まだ、財源的な裏付けがなく、職員で

対応するには限界があるものの、会員やＮＰＯのネットワークにより問題を解決していくことができると考え

ている。可能なかぎり「困難を抱える人生」によりそう応援をしていく。国がおこなう同様事業の受託を検討

している。 

 

③とちぎコミュニティ基金の強化やＮＰＯのファンドレイザー育成により、寄付の意識を高めた 

 栃木県の「新たな公の担い手育成事業」を受託しとちぎコミュニティ基金の強化と、認定ＮＰＯ法人を目指

す団体に対するファンドレイザーの育成を行い、ファンドレイジングの実践と寄付意識の醸成に努めた。寄付

ハイクでは2011年７万円の寄付が、2012年度は39万円、2013年は90万円になった。「寄付をして社会貢献でき

気分爽快、うれしい・楽しい」と感想をのべる参加者もたくさんおり、この２年間で寄付ハイクを社会貢献イ

ベントとしてブランド化することができた。 

また、本会内部でも職員・ボランティア・会員の寄付意識が高まり、年末年始募金では昨年度と比較して86

万円も増加した。 

 

【現状と課題】 

●事業種目、事業形態・組織の大変更(リストラ)に伴う財政の逼迫 

 中期計画の実現のために事業形態を変更させているが、これはすべてが寄付で賄うことは不可能でもある。

国の生活支援戦略の事業委託などを考慮しつつ事業展開する必要があるが、初期投資として倉庫・人件費など

ランニングコストを予め負担せざるをえず、非常に苦しい財政運営となっている。 

●困窮者の増加とフードバンク事業による民間独自のセイフティネット構築の必要性 

 フードバンクは生活困窮者（世帯）支援のなかでもハブ的な役割があり、とても重要な事業であるが、経費

の全額を寄付で、労力もボランティアで賄うため、需要と態勢整備が追いつかない状況になると予想される。



 2 

フードバンク運動は国に頼らない「自分たちで作るセーフティネット」としての意味合いがあり、「人生のや

りなおし」の希望を作ることになる。自分もすぐに困窮者に転落してしまう危ない社会だということの認識の

もと、職員以外の人に活動の輪を広げていく必要がある。 

●次の大災害のための“構え”と知恵の継承 

 日本は災害が多い国である。しかし災害と向き合っていない社会でもある。毎年起こる水害に対して同じ失

敗を繰り返すことが当たり前でもある。社会の中に知恵の継承がされていない。知恵は民間と国・自治体がも

つものであるが、行政は常設で災害対応する部署はなく、民間も(本会も含む)一部のＮＰＯが経験を伝えるの

みである。防災意識がほとんどない栃木県において広域災害の救援・復興支援の住民・ボランティアの知恵の

継承が課題である。 

●個別SOSに対応できるボランティアの広範な育成が必要 

 これから総合相談支援センターの開設にともない個別のＳＯＳケースが増えてくる。これらに対応するため

には個人の人生に寄り添うタイプの支援形態が求められ、有給職員ではない人材が必要である。個別ＳＯＳに

対応するボランティアの育成が必要とされる。 

●「たすけあいの会」としての会員のボランティア活動活性化と、地域拠点(支部)の立ち上げが必要 

 社会の課題を解決するとともに、本会の会員が困ったときにはお互い様でたすけあえる状況をつくる必要が

ある。事務局に一極集中していた会員との関係性を、会員同士、会員と役員、会員と地域のＮＰＯなど網の目

のようなつながり「ネット」にしていく。そのなかから問題を解決する関係性(ボランティアしあう)ができる

ことを構想している。そのためにはもっと身近な場所に拠点（支部）が必要であろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 






